
市政報告と懇談会
日時：2025年10月9日（木）13:30～
場所：市原市委員会

１．市政報告
（１）2024年度決算への意見陳述（不認定）

①お金の使い方は市民の暮らし優先であるべき
②大型化、複合化によるPFI事業の推進は公共の喪失
③長期財政見通し（歳入の安定性）

（２）当局への一般質問
①生活保護制度について
②学校給食費無償化
③市西部地区の医療について

２．懇談会



決算
状況

歳入が、前年度比5.4％増の1,245億円、
歳出が、前年度比7.9％増の1,207億円で歳入・歳出ともに増加し、実質
収支は30億8,009万円の黒字
4つの財政指標からなる「健全化判断比率」は全て基準内
財政力指数は昨年より向上し1.09

不認定
の理由

① 豊かな財政
力を暮らし
優先に使っ
ていない。

物価高騰から市民の暮らしを守ることに反する
・国保料、介護保険料値上げ
・国基準以上の福祉事業の見直し、廃止
物価高騰から中小事業者、農家を守るために
・市独自の支援がない。国からの補正予算も事業化しない。

① 大型化、複
合化による
PFI事業の
弊害

給食センター、八幡宿駅西口PFI事業、粗大ごみ処理場、
一般ごみ焼却施設が進行中
・市民の福祉や支援を犠牲にしてはならない
・大型化のリスク(災害対応)・地元業者の参入機会の喪失
・設計、建設、管理運営まで民間が担うことによる公共性
の喪失

① 臨海コンビ
ナート企業
からの固定
資産税歳入
の安定性へ
の懸念

企業立地奨励金実行額の低下は企業の投資意欲の低下ではない
か。
長期財政見通しとして、本市を取り巻く状況の中で、国際、国

内状況についても十分に考慮され、歳出の大きな位置を占める大
型施設建設投資の内容については財政面から十分に検討されるべ
き。（大企業ではなく中小企業支援を行うべき。）













大型建設投資

業務の外注化
自主事業→指定管理者化

労働者の非正規化
正職員→会計年度任用職員
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１．豊かな財政力を暮らしに活かしていない。
（１）行財政改革の５本の柱の一つとして「持続可能な財政」をあげ、

市民負担の増大を効果額と明記

歳入の確保 公平な市民負担及び財源確保
の観点から、行財政コストを
踏まえた利用者負担の適正化
の推進

国民健康保険料と介護保険料の
見直しとして、効果額1.2億円、
5.9億円の合計7.1億円に上りま
す。

歳出の抑制 ・国基準（普通交付税措置）
を上回る事業や市が独自に行
う事業の規模の適正化
・目的や必要性の検証等によ
り、社会保障関連経費の抑制

・福祉手当の支給対象の見直し
（６５歳以上で新たに重度障害
になった者）
・就職支度金事業の廃止

国民健康保険、介護保険制度とも国の社会保障制度です。持続可
能性を維持するためには、市として国からの拠出金の大幅引上げを
求め、市民の医療と介護を守ることを要望します。
子育て世代に徹底応援として各種事業への歳出はありますが、そ

の一方で、このように市独自の福祉予算や支援予算を削ることが健
全財政といえるのでしょうか。







事業 契約金額 契約年、方式 運営管理期間 契約先 

新学校給食共同

調理場 

142 億円 R４年 

BTO 

竣工後 15 年

間 

東洋食品グルー

プ 

八幡宿西口複合

施設等 PFI 

73 億円 R５年 

BTO 

竣工後 15 年

間 

新昭和グループ 

粗大ごみ処理施

設 

175 億円 R6 年 

DBO 方式 

竣工後 20 年

間 

メタウォーター

グループ 

 



一般ごみ焼却施設



















最後に、大型施設投資を賄うための財政についてです。
大型施設建設に投資できるためには、安定した歳入が必要なのは論をまち

ません。
R6年度版長期財政見通しによりますと、「R7 年度からR14 年度は、固定

資産税（償却資産）の増収を主要因とした歳入が、扶助費等により増加が見
込まれる歳出を上回ります。」とされ、
実際、R6年度歳入については、企業の設備投資による固定資産税（償却資

産）の増収（14.3 億円）となっています。
これは石油コンビナート企業の旺盛な投資によるとされています。
しかしながら、投資を呼び込むとしている企業立地奨励金の交付実績がR6

年度は新規分では２件で新規分執行額660万円に過ぎません。過去４年間を
見ますと新規８～12件で、執行額として毎年７千万～３億円でした。
件数で1/5、金額で1/10～1/50です。
これは投資意欲の低下と見なくて
よいのでしょうか。



臨海コンビナート企業からの固定資産税歳入の安定性への懸念

１．石油コンビナートとは、石油関連企業相互の生産性向上のために、原料・燃料・工場
施設を計画的・有機的に結び付けて配置された工業地帯。自動車、電子材料、医療分野な
どに材料供給。人口減少や生活習慣の変化による内需の縮小、世界的には価格競争により、
供給過多という課題は依然として解消されていない。
・PO生産の再編（三井、出光、住友の事業統合）

２．企業立地促進条例の一部を改正する条例を昨年制定
デジタル分野、サーキュラーエコノミー分野へと対象の拡大とカーボンニュートラル

（CN）実現に資する施設に対する補助率の引上げ
しかしながら、アメリカの政策に強く依存する日本において、今後、国内企業の本分野

への投資意欲の低下も懸念される。

３．中小企業、地域に根付いた資源循環経済に向かう事業を

４．気候危機への本気の取り組みが新しい投資と雇用を生み、持続可能な成長を実現する
研究者等の試算（「Green Transition 2035」）では、省エネや再エネの推進を柱に

2035年までに民間と公的な投資は累積258兆円となり、GDP押上効果は累積288兆円、
雇用創出も年間平均で315万人になります。省エネ・再エネに必要な投資は小さくありま
せんが、大企業内に滞留している564兆円の内部留保を積極的に活用することで、日本経
済の新たな成長の力となります。
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